
電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文
（昭和58年・59年は日本電信電話公社（現NTT）が実施）

第1回 入賞

巨人ＡＴ＆Ｔ（米電話会
社）の全貌と戦略−世界
一の電話会社情報産業
へ−

関　秀夫 電電公社関東通信局監査部
調査役

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和58年

第1回 入賞

高度情報通信システムの
生産・流通構造に及ぼす

  経営的意義−テレコム支
援化の集団的化傾向に
ついて−

槻木　正次 愛知女子短期大学経営学科
教授

論　文

ニ塚　正也 同　講師

著　者 所　属 評　価

昭和58年

第1回 入賞

情報通信産業の生成と
新産業秩序

林　紘一郎 電電公社総裁室企画室調査
役

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和58年
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文
（昭和58年・59年は日本電信電話公社（現NTT）が実施）

第1回 入賞

新しい情報技術と市場機
構の機能

鬼木　甫 大阪大学社会経済研究所教
授

論　文 著　者 所　属 評　価

書き下ろし（原稿）　1983年

昭和58年

第1回 入賞

日本の産業社会−進化と
変革の道程−

今井　賢一 一橋大学商学部教授

論　文 著　者 所　属 評　価

筑摩書房　1983年

昭和58年

第2回 入賞

テレコム・エコノミクス 南部　鶴彦 学習院大学経済学部教授

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和59年
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文
（昭和58年・59年は日本電信電話公社（現NTT）が実施）

第2回 入賞

ニューメディア研究；情報
新時代を考える

井上　宏 関西大学社会学部教授

論　文

多喜　弘次 同　専任講師

著　者 所　属 評　価

昭和59年

第2回 入賞

情報環境と現代青年文
化

川崎　賢一 北海道大学文学部助手

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和59年

第2回 入賞

高度情報社会と産業社
会の秩序再編

今田　高俊 東京工業大学工学部助教授

論　文 著　者 所　属 評　価

書き下ろし（原稿）　1983年

昭和59年
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第1回 入賞

ネットワーク時代の企業 金子　郁容 一橋大学商学部教授 企業の意志決定にかかわる情報をＡ型とＢ型に分け、その効率的効
果的利用を理論的に分析し、今後の発展が期待されるユニークな論
文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和60年 論文番号：019

第1回 入賞

情報エコノミーの衝撃 斉藤　精一
郎

立教大学社会学部教授 情報社会への移行を電子情報化の段階的発展としてとらえ、情報エ
コノミーの成立が今後の社会・経済に与えるインパクトを長期的・グ
ローバルに分析した示唆に富む論文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和60年 論文番号：018

第1回 入賞

民営・競争下の英国の電
気通信

堀　伸樹 (株)情報通信総合研究所研究
部長

英国における電気通信の民営競争化の課程、諸問題を平易に解説
し、わが国のこの分野における問題解決への示唆に富む啓蒙的論
文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

昭和60年
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第1回 奨励賞

ニューメディアと地域社会
の変貌

大内　秀明 東北大学教養学部教授 ニューメディアによる地域社会の変化を商店街の実態から分析し、
情報の共有と「地縁」による地域社会活性化の途を模索した意義あ
る論文である。

論　文

田中　滋 地域振興整備公団

著　者 所　属 評　価

昭和60年 論文番号：008

第1回 奨励賞

世田谷電話局ケーブル
火災による電話不通に関
する調査研究

川浦　康至 電気通信総合研究所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾘｰﾀﾞ

通信ケーブル災害による企業・家庭へのインパクトを実態調査に基
づき分析し、情報社会がもつ脆弱性に対する具体的対策を提言した
有意義な調査研究論文である。

論　文

赤尾　晃一

常木　暎生

(元)(株)情報通信総合研究所

電気通信総合研究所

常盤大学

著　者 所　属 評　価

大石　裕

電気通信総合研究所古川　良治

昭和60年 論文番号：002

第2回 入賞

コンピュータと人間 野田　正彰 京都芸術短期大学教授 コンピュータと人間との関係を多数の人々とのインタビューにより、精
神病理学的視点−既成社会目標との相克から分析した、この分野で
の問題解決に示唆を与える論文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

エコノミスト　1987年7月刊

昭和61年 論文番号：010

（5）



電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第2回 入賞

ＩＢＭ 坂本　和一 立命館大学経済学部教授 多国籍巨大企業ＩＢＭの50年代〜80年代へかけての事業展開を組
織改革と製品ラインの戦略的開発・マーケティングから豊富な文献に
より論述した企業史研究論文であり、今後の発展が期待される研究
である。

論　文 著　者 所　属 評　価

ミネルヴァ書房　1985年11月
刊

昭和61年

第2回 入賞

コンピュータと教育 佐伯　胖 東京大学教育学部助教授 教育におけるコンピュータ利用のあり方を教育の基本である“分か
る”面から把え、シンボル操作としてのコンピュータの効率的利用の
問題を認知科学の立場から分析した示唆に富む論文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

岩波書店　1986年2月刊

昭和61年 論文番号：021

第2回 奨励賞

海洋情報都市 寺井　精英 電気通信大学教授 21世紀を展望した巨大プロジェクト“海洋情報都市”計画の内容とメ
リットを、豊富なイラストを交えて平易に解説した、経済社会上の諸
問題解決へのユニークな論文である。

論　文 著　者 所　属 評　価

TBSブリタニカ　1986年5月
刊

昭和61年 論文番号：033
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第2回 奨励賞

電気通信事故と傷害賠
償論

松本　恒雄 広島大学法学部助教授 電気通信事故における責任、損害、免責約款について、民法学の観
点から精緻な論理的検討を加えた今後の発展が期待される論文で
ある。

論　文 著　者 所　属 評　価

法律時報　1986年5･6月刊

昭和61年

第3回 入賞

情報社会これからこうな
る

前野　和久 毎日新聞社会部編集委員 今後の情報社会を論じたものであり、電気通信がもたらす社会への
影響・生活の変化などについて大胆に予測する。テレコムの発展を
着実に追っての議論であるため説得的であり、かつユニークな論説
である。

論　文 著　者 所　属 評　価

PHP　1987年8月刊

昭和62年

第3回 入賞

通信法体系 鈴木　實 近畿郵政研修所長 著者が長年にわたり渉猟してきた資料に基づき、通信・通信行政・通
信法というテレコム関係の法的側面について丹念に論じた労作であ
り、通信法の体系的な研究が少ない現状からも貴重なものである。

論　文 著　者 所　属 評　価

ぎょうせい　1986年10月刊

昭和62年 論文番号：017
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第3回 入賞

文化としての技術 佐和　隆光 京都大学経済研究所教授 技術革新と文化との関係について主として経済学のフレームワーク
の中で論じたもの。経済成長期の状況を詳細にたどると共に、今後
についても情報化とロボタイゼーションを軸として幅広く論じた示唆に
富む論説である。

論　文 著　者 所　属 評　価

岩波書店　1987年1月刊

昭和62年 論文番号：016

第3回 入賞

テレコム 高橋　洋文 (株)情報通信総合研究所研究
主幹

世界のテレコム産業の現状と課題を解説すると共に、代表的な企業
  17社の具体的な戦略・事業展開などを論じた労作であり、世界のテ

レコムに関する信頼できる著書として価値が高い。

論　文 著　者 所　属 評　価

日本経済新聞社　1987年7
月刊

昭和62年 論文番号：019

第3回 奨励賞

発展途上国のコミュニ
ケーション開発

斉藤　優 中央大学 電気通信と経済発展との関係を計量的アプローチにより実証分析す
ると共に、電気通信が社会・経済・文化に与えるインパクトをスリラン
カ・中国を例として実例分析を行ったものであり、斬新な視点からの
示唆的な研究である。

論　文

神品　光弘 電気通信大学情報学科助手

同

著　者 所　属 評　価

宝剱　純一
郎

文眞堂　1986年10月刊

昭和62年 論文番号：014
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第4回 入賞

マーケティング情報シス
テム

陸　正 花王(株)家庭品企画部門調査
部長

マーケティング情報システムについて、花王の具体的なシステムを
ベースとしながら、その歴史的検討、理論的な考察、さらには実際の
運用までを体系的にとりまとめたものであり、今後のSIS（Strategic 
Information System）構築に貢献するところが大きい。

論　文 著　者 所　属 評　価

誠文堂新光社　昭和63年6
月刊

昭和63年

第4回 入賞

国際通信法制の変革と
日本の進路

石黒　一憲 東京大学法学部助教授 電気通信事業法・国際VAN・国際衛星通信などがかかえるホットな
法的諸問題について、国際的視野から批判的な考察を行う。問題点
を鋭く指摘すると同時に、政策提言についても情熱的に展開されて
いる。

論　文 著　者 所　属 評　価

総合研究開発機構　昭和62
年5月刊

昭和63年

第4回 入賞

電脳社会論 坂村　健 東京大学理学部助教授 TRONの提唱者である著者が、来るべき「電脳社会」のコンセプトにつ
いて平易かつ大胆に論述したものである。具体的なプロジェクトを背
景とするだけに説得的であり、また示唆に富む近未来となっている。

論　文 著　者 所　属 評　価

飛鳥新社　昭和63年9月刊

昭和63年
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電気通信普及財団賞（テレコム社会科学賞）受賞論文

第4回 奨励賞

政府規制緩和の意義と
競争政策の役割

土佐　和生 神戸大学法学部大学院 わが国に選考して実施された米国電気通信事業の規制緩和におい
て、規制の中で競争政策がどのように行われてきたのか、また両者
の交錯がどのようなものであったかなどについて、法的に考察したも
の。通信事業分野ごとに分析するなど、日本の今後を考える上で大
変参考となるものである。

論　文 著　者 所　属 評　価

神戸法学雑誌　38巻1号・所
収

昭和63年

第4回 奨励賞

決裁革命 松尾　良彦 金融情報ｼｽﾃﾑｾﾝﾀ総務部長 情報化の進展により急速にエレクトロニクス化されつつある現金・手
形などの決済システムについて、その導入実態やインパクトなどを平
易にとりまとめたものであり、今後のエレクトロマネー社会の構図を
予想させる好著となっている。

論　文

江頭　孝久 同　調査役

著　者 所　属 評　価

日本経済新聞社　昭和62年
12月刊

昭和63年

第5回 入賞

情報の文化史 樺山　紘一 東京大学文学部助教授 情報通信と運輸交通、すなわちコミュニケーション全般にわたって、
文化史的な観点から考察された複数の個別論文の集成からなるも
のであり、歴史学、コミュニケーション社会学上では先行例の少ない
先端的研究である。

論　文 著　者 所　属 評　価

朝日新聞社　昭和63年11月
刊

平成01年 論文番号：022
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第37回 入賞

未来技術の倫理：人工知
能・ロボット・サイボーグ

河島　茂生 青山学院女子短期大
准教授

本書は、「未来技術をめぐる倫理の基礎づくり」という非常に大きな問
題に真正面から取り組んだ力作である。人間はオートポイエーシスで
あってアロポイエティック・システムである人工知能・ロボット・サイ
ボーグは人間に代替しえないという主張をさまざまな観点から丁寧
に論じている点が高く評価できる。最後の「まとめと展望」にある「人
間のことは人間が決めるという矜持をもってコンピュータを認知の拡
大のために活用していくことで未来技術の倫理が開けていく。」という
言説は言うは易く行うは難し。著者の思索の一層の深化を期待した
い。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　勁草書房
2020年12月

令和03年 論文番号：104

第37回 奨励賞

人工知能に未来を託せま
すか？――誕生と変遷か
ら考える

松田　雄馬 合同会社 アイキュベータ
共同代表

「未来をAIに任せられるか」といったことはよく見られる問題提起であ
る。著者は「簡単にAIに置き換えられるほど単純なものではない」と
異を唱える。本書は、AIと人間の関係性を考察することで人間の生き
方を問う内容である。情報社会に関する幅広い議論が行われてお
り、学術書としての評価は低いがAIに関してわかりやすく解説し読み
応えのある良書である。AIの限界を指摘しつつも、その先にどのよう
な状況が存在するかを明らかにすることが今後、期待される。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　岩波書店
2020年6月

令和03年 論文番号：129

（1）



電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第37回 奨励賞

電子投票と日本の選挙ガ
バナンス－ デジタル社会
における投票権保障

河村　和徳 東北大学 大学院情報科学研
究科
准教授

本書は、日本で電子投票が進まない要因について、アンケート調査
を行い悉皆的な研究を行った貴重な業績であると評価することがで
きる。今後はこの地道な研究を活かして、信頼性を保てる電子投票
のあり方や本人確認・投票意思の確認などへのインターネット活用
の可能性についても研究を行い、電子投票のあり方について総合的
かつ明確な提言を行う方向での研究を期待する。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　慶應義塾大学出版会
2021年9月

令和03年 論文番号：117

第37回 奨励賞

サイバーセキュリティと刑
法ー無権限アクセス罪を
中心に

西貝　吉晃 千葉大学 大学院専門法務研
究科
准教授
准教授

本書は、膨大な比較法研究に基づいて、わが国の不正アクセス禁止
法等についての分析・提言を行っている論文であり、この分野の業
績として高く評価できる。サイバーセキュリティの仕組みを支えるもの
として刑事法制は重要であり、今後とも無権限アクセス法制以外にも
幅を拡げて研究を進化されたい。この分野は刑事法以外、法学以外
の分野からも注目されることになるため、法学的素養のない者にも分
かり易く論述・記述されると良い。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　有斐閣
2020年9月

令和03年 論文番号：101
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第37回 奨励賞

歴史認識問題とメディア
の政治学ー戦後日韓関
係をめぐるニュースの言
説分析ー

三谷　文栄 日本大学 法学部新聞学科
准教授

本書は、日韓間の歴史認識問題について政治エリート、メディア、世
論が相互作用する「意味づけをめぐる政治」という観点から分析を加
えた優れた研究書である。記録性の高い新聞が主たる分析対象に
なっているが、CNNの報道やインターネット上の言説も視野に入れて
いる。今後は、外交問題に関する現実の構築・共有について、イン
ターネット上の言説の分析にもっと重点をおいた研究の深化・発展を
期待する。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　勁草書房
2021年6月

令和03年 論文番号：126

第38回 入賞

Platform Information 
Transparency and 
Effects on Third-Party 
Suppliers and Offline 
Retailers

善如　悠介 神戸大学大学院 経営学研究
科
准教授

本作における学術的な貢献はゲーム理論に基づくモデルを構築し、
複雑なサプライチェーン全体を解明している点であり、実務的な貢献
はプラットフォーム事業者からの情報共有の有無が卸売モデルと代
理店モデルに、どのような影響を及ぼすかを明らかにした点である。
モデル分析であるため実践的示唆に関して課題は残るものの、国際
的に評価の高いジャーナルの査読論文であり、完成度は高く、テレコ
ム人文学・社会科学賞の入賞に値する論文である。

論　文

角田　侑史 神戸大学大学院 経営学研究
科
准教授

著　者 所　属 評　価

雑誌／学会誌等　Wiley，
Production and Operations 
Management，
2021年11月

令和04年 論文番号：126
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第38回 入賞

マスメディアとは何か..「影
響力」の正体

稲増　一憲 関西学院大学社会学部
教授

本書は、インターネットの普及にともないマスメディアへの不信が高
まっているという認識を前提としつつ、マスメディアからインターネット
までを視野に入れて、メディアが受け手に与える影響について科学
的に検証し、デジタル時代においてマスメディアがどのような役割を
果たしうるかを考察している。21世紀に通用するメディアの理解を指
し示そうとする意欲的な著作である。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　中央公論新社
2022年7月

令和04年 論文番号：114

第38回 奨励賞

ソシオテクニカル経営 :人
に優しいＤＸを目指して

櫻井　美穂
子

国際大学グローバル・コミュニ
ケーション・センター
准教授

本作は、既存研究や政策調査結果を丹念に参照しながら議論を展
開しており、企業経営、政策にかかわる実践面への貢献は評価され
る。この分野に関心を持つ人に対する啓発書としては大変有益な著
書だが、学術書としての完成度という点で、著者の今後の研究の深
化を期待する。

論　文

國領　二郎 慶應義塾大学総合政策学部
教授

著　者 所　属 評　価

書籍　日本経済新聞出版
（日経BP)
2022年9月

令和04年 論文番号：127
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第38回 奨励賞

現代中国の官僚組織行
動　電気通信事業改革の
政治過程

佐々木　智
弘

防衛大学校人文社会科学群
国際関係学科
教授

る。西洋の政権と官僚制の関係に関する理論が、共産党政権体制
においてそのまま妥当するか否かについては、なお検証されたい。
本書の分析は3Gまでであり、その後4G、5Gに至る段階で中国のTD-
LTEは有力な無線規格として世界的に普及し、今日の米中の対立の
主たる争点となっている。ぜひ引き続き研究を続けられたい。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　法律文化社
2021年10月

令和04年 論文番号：103

第38回 奨励賞

ネット社会と民主主義 　..
「分断」問題を調査データ
から検証する

辻　大介 大阪大学　大学院人間科学研
究科
准教授

本作は、ネットによる分断問題と民主主義の関係を全国調査とウェブ
調査にもとづいて分析した論文集である。共通の問題意識をもつ著
者らが、各視点から実証的・多角的に検証を行っている。11名による
合作であるが、共同研究であり全体で一本の著作物としてそれなり
に編集されている。統計学の専門的手法を使っているが、分かりや
すく書かれている。ネットと社会的分断の関係を精緻に研究した意義
は大きい。

論　文

鈴木　謙介

小笠原　盛
浩

関西学院大学　社会学部
准教授
東京経済大学　コミュニケー
ション学部
　教授
東洋大学社会学部
　教授

著　者 所　属 評　価

北村　智

早稲田大学　文学学術院
教授

田辺　俊介

書籍　有斐閣
2021年11月

令和04年

立命館大学　社会学部
教授

樋口　耕一

東京学芸大学教育学部
　教授

浅野　智彦

三浦　麻子

河井　大介

渡辺　健太
郎

論文番号：120
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第39回 入賞

『スマホでYouTubeにハマ
るを科学する　ーアーキ
テクチャと動画ジャンルの
影響力ー』

佐々木　裕
一

東京経済大学　コミュニケー
ション学部
教授

本書は、「スマホでYouTubeにハマる」という状況を、YouTubeの7つ
のアーキテクチャークラスタと視聴動向の7つのジャンルに別けて定
量的に分析、今後の動画視聴傾向を予測するものであり、その独創
性は高く評価できる。引き続き、7つのクラスタがアルゴリズムにより
一方向的に管理・誘導されていくのか、それとも利用者側の選択を通
じて、アルゴリズムへの能動的な（アップリンク的な）働きかけが見ら
れる可能性があるかなどについて、分析・検証されたい。

論　文

山下　玲子 東京経済大学　コミュニケー
ション学部
教授
東京経済大学　コミュニケー
ション学部
教授

著　者 所　属 評　価

北村　智

書籍　株式会社日経BP
（レーベルとしては日本経済
新聞出版）
2023年3月

令和05年 論文番号：111

第39回 入賞

「プライバシーと氏名・肖
像の法的保護」

齊藤　邦史 慶應義塾大学　総合政策学部
准教授

本書は、電気通信ネットワークやデータベースによって個人情報が
収集され、それを通じて人格そのものが捕捉されることからの保護の
必要性に検討を加えた優れた研究書である。なかでも、私人間にお
けるプライバシーの保護について「自律としてのプライバシー」と、「信
頼としてのプライバシー」の複合により構成するという新しい解釈論を
提示している点が高く評価できる。テレコム人文学・社会科学賞の入
賞に値する研究書である。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　日本評論社
2023年7月

令和05年 論文番号：114
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第39回 入賞

「政治の話」とデモクラ
シー：規範的効果の実証
分析

横山　智哉 金沢大学人間社会研究域法
学系
講師

本書は、人々の「政治の話」を主に家族などからなる親密圏での「政
治的会話」と公共圏での「政治的議論」に分けたうえで、それぞれが
政治参加や政治寛容性に及ぼす効果を実証的に分析し、そのメカニ
ズムを一定程度明らかにしたことが高く評価できる。その成果は主権
者教育、ひいては民主主義のあり方に関して一つの方向を示すもの
である。今後、オピニオン・リーダーの存在の問題、インターネット上
での「政治の話」の役割と今後の動向、効果の測定手法の改良な
ど、さらなる研究の進化を期待したい。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　有斐閣，「政治の話」
とデモクラシー：規範的効果
の実証分析，
2023年3月

令和05年 論文番号：103

第39回 奨励賞

メディア変革期の政治コ
ミュニケーション：ネット時
代は何を変えるのか

大森　翔子 公益財団法人NIRA総合研究
開発機構
研究コーディネーター・研究員

本書は、日本における政治コミュニケーションについてマスメディアに
限らずポータルサイトを含めて分析した書である。新聞を中心とする
伝統的なコミュニケーションに対し、映像メディアによるソフトニュース
化が政治コミュニケーションの入り口的効果を果たすか、信頼性に問
題はないか等について実証分析を行っており、高く評価できる。学術
性を維持しつつ、一般の人にも読みやすく、理解しやすい良書であ
る。若手研究者であり、今後のさらなる研究を期待してテレコム人文
学・社会科学賞の奨励賞とした。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　勁草書房
2023年3月

令和05年 論文番号：116
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第40回 入賞

オープン技術のガバナン
ス戦略 　－－知識のマネ
ジメントの視点からのアプ
ローチ

安本　雅典 横浜国立大学大学院環境情
報学府・研究院
教授

本書は、著者が近年取り組んできた研究成果をまとめた好著であ
る。技術の発展と企業の競争力の問題は経済学や経営学でよく取り
上げられるテーマである。近年、さまざま産業で製品のConnected
化、スマート化が進み、高度で複雑な技術開発が求められ、 個社の
力には限りがある中で、オープンな技術開発が行われてきている。こ
うした状況下でどのように競争優位を確立するのか、研究開発戦略
上何を重視するべきかなどマネジメントの視点から、最新の経営学
の知見をもとに議論している。特に「移動体通信分野」を題材に国際
的な開発競争等を分析・研究されている点は評価される。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　株式会社有斐閣
2023年12月

令和06年 論文番号：126

第40回 奨励賞

犯罪捜査における情報技
術の利用とその規律

尾崎　愛美 筑波大学ビジネスサイエンス
系
准教授

本書は、犯罪捜査における情報通信技術の利用について、「監視型
捜査」に焦点をあて、アメリカの議論を参考にしつつも日本の判例、
学説、捜査実務についても検討を加えた研究書である。筆者が指摘
するように、最先端技術による捜査を統制するためには司法の法形
成機能には限界があり、立法論が先行している。今後のさらなる研
究が、日本の立法論に寄与することを期待する。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　慶應義塾大学出版会
2023年11月

令和06年 論文番号：125
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第40回 奨励賞

知識コモンズとは何か : 
パブリックドメインからコ
ミュニティ・ガバナンスへ

西川　開 筑波大学図書館情報メディア
系
助教

オープンサイエンスの機運が高まりつつある現在、データ・知識の共
有化への関心も高まっている。その中にあって本書は「知識コモン
ズ」に焦点をあて、その発展経緯と現在の到達地点を紹介するととも
に、その知見をデジタルアーカイブの制度設計への実装やオープン
アクセスのガバナンスに関する課題の指摘に適用したものである。
新規性が高く、時宜を得た作品であると高く評価できる。著者が強調
しているように、本書が情報報や情報政策、図書館情報学等の分野
の研究者、実務家、大学院生に広く読まれることを期待する。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　勁草書房
2023年10月

令和06年 論文番号：120

第41回 入賞

Google SEOのメディア論
: 検索エンジン・アルゴリ
ズムの変容を追う

宇田川　敦
史

武蔵大学社会学部メディア社
会学科
准教授

本書は、博士論文をもとにした単著で、検索アルゴリズムの「ブラック
ボックス化」や「権力」が、エンドユーザーのニーズやウェブマスターと
の相互作用を通じて構成された結果であることを実証的に示した、独
創的な研究である。Googleなど検索エンジンのアルゴリズムが、イン
ターネット初期から2020年にかけて、どのように変容してきたのかを、
「SEO（検索エンジン最適化）」にまつわる言説の歴史から分析する。
複数のアクターによるダイナミズムに焦点を当て、デジタル・プラット
フォームの権力構造の複雑性を論じている。インフラ化している検索
エンジンの歴史的・社会的な構築のプロセスを、メディア論の視座か
ら学際的に捉えなおす刺激的な試みといえる。完成度の高い研究書
であり、SEO／SEMの実務家の方にも有用な一冊である。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　青弓社
2025年3月

令和07年 論文番号：103

（9）



電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第41回 入賞

現代の諜報・捜査と憲法 
―　自由と安全の日独比
較研究

小西　葉子 関西学院大学総合政策学部
専任講師

本書は、現代国家による情報技術を駆使した情報収集活動に着目
し、日独における規制手段の分析を通じて、憲法上の権利の実効的
保障のための統制システムの構築を果敢に試みた、優れた研究書
である。情報技術の加速度的発展に伴い、犯罪の形態も常に変化を
遂げており、捜査や諜報のあり方も、また変化を余儀なくされてい
る。そのような状況を踏まえ、国家による情報収集活動における自由
と安全の衡量のあり方についての基本構想を示したことを、高く評価
する。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　法律文化社
2025年4月

令和07年 論文番号：104

第41回 入賞

『21世紀の市場と競争－
デジタル経済・プラット
フォーム・不完全競争』

安達　貴教 京都大学大学院経営管理研
究部・大学院経済学研究科
教授

GAFAMといった巨大企業が存在するデジタル経済において、市場原
理からすると、独占企業が出現すれば市場は歪む。しかし、2000年
のマイクロソフト分割訴訟でも同じことがいえるが、Facebookが強す
ぎるという理由で企業を分割すれば、それがユーザーにとって良いこ
とかという疑問を投げかける。巨大だからこそ、ネットワーク効果でい
ろいろな人とつながり、便利だという面もある。本書は、「不完全競争
市場こそがスタンダードなのだ」という切り口から迫っている。読み物
の体裁を備えているが、独自の分析枠組みを果敢に用いながら、独
占的なプラットフォーマーの出現によって、競争政策がラジカルな変
容を迫られていることを明らかにした良著である。議論の分かれると
ころであるが、著者は過剰規制気味な規制当局によって、日本がIT
革命に乗り遅れた要因があったことを示唆している。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　勁草書房
2024年6月

令和07年 論文番号：109
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電気通信普及財団賞（テレコム人文学・社会科学賞）受賞論文

第41回 奨励賞

Does online 
communication reduce 
loneliness among middle-
aged and older adults 
living alone? Focusing on 
intergenerational 
communication

村山　陽 東京都健康長寿医療センター
研究所　社会参加とヘルシー
エイジング研究チーム
研究員 (係長)

本論文は、独居の中高年・高齢者を対象に、オンラインコミュニケー
ションと孤独感および精神的健康との関連を、交流相手の属性別に
精緻に検討した研究である。構造方程式モデリングを用いて同世代・
異世代・未面識者を区別して分析し、異世代交流を伴うやり取りは孤
独感の低下と精神的健康の良好さと関連する一方で、未面識者との
やり取りは孤独感を高め得ることを示唆している。論文としての完成
度は高く、政策的含意も明確である。

論　文

山崎　幸子

小林　江里
香

文京学院大学 人間学部心理
学科
教授
聖学院大学 心理福祉学部心
理福祉学科
准教授
東京都健康長寿医療センター
研究所　社会参加とヘルシー
エイジング研究チーム
研究部長

著　者 所　属 評　価

長谷部　雅
美

雑誌／学会誌等　Wiley-
Blackwell，Geriatrics and 
Gerontology International，
2025年6月

令和07年 論文番号：130

第41回 奨励賞

「サイバネティック・アバ
ターの法律問題」

松尾　剛行 桃尾・松尾・難波法律事務所 
パートナー弁護士
慶應義塾大学 特任准教授

本書は、「サイバネテック・アバター（CA）と法」の連載を単行本として
まとめたものである。CAに関連する最新の法的課題について幅広く
検討を加えた上で、CA法においては、現実世界と仮想世界の間で主
体や客体のアイデンティティを、どのような場合にどこまで認めるべき
かなど、様々な意味におけるアイデンティティの問題が溢れていると
現状分析している。CAがもたらした新しい法的課題についての、さら
なる検討が期待される。

論　文 著　者 所　属 評　価

書籍　株式会社弘文堂
2024年12月

令和07年 論文番号：132
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